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前回の決定事項について
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■下水道使用料水準について ３２％増として検討を進めます

改定案 使用料単価 設定の考え方とシミュレーションの結果

現状維持 114.0円／㎥ ●使用料を改定しない
＞＞経費回収率は改善しない
＞＞年間約3.1億円の基準外繰入金（補助金）が必要

Ａ案 140.0円／㎥
（２３％UP）

●経費回収を全国の類似団体の平均（92.7％）と同等とする案
＞＞経費回収率は約92％となる。
＞＞年間約0.9億円の基準外繰入金（補助金）が必要

Ｂ案 150.0円／㎥
（３２％UP）

●使用料単価を国が示す適正な使用料の基準である150円/㎥とする
＞＞経費回収率は100％となる。
＞＞収支が均衡する（基準外繰入金（補助金）)がゼロの見込み

Ｃ案 179.3円／㎥
（５７％UP）

●総括原価に合わせる
＞＞経費回収率は118％となる。
＞＞ただし、現行からの改定率が著しく高い



前回までの補足説明
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■使用料水準改定案における収支見通しについて
経営戦略改訂版での投資財政計画から、令和6年度決算値の反映と物価上昇率等の見直しを実施
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前回までの補足説明

7

■これまでの経営改善の取り組みについて
時期 項目 内容 実績・効果等

H19～
地方公営企業法

の適用
下水道事業（平成18年度まで特別会計）の法適用により公営企業会計
へ移行

・経営状況や保有資産の明確化と説明責任の向上
・使用料対象原価の明確化
・職員意識の向上

H19,
H22～H24

企業債利息の軽減
（補償金免除繰上償還）

5％以上の利率で借り入れた公的資金の企業債利息について一定の要
件を満たす場合に、補償金（利息相当額）を免除した繰上償還を認め
たもの

・5.0％～7.3％の企業債について借換えを行い、
利息の軽減（約5.2億円）を図った

H25～ 危機管理体制の強化
業務継続計画（BCP）を策定。災害やシステム障害等の危機的状況下
での事業継続手法を想定

・危機発生時の対応明確化

H30～ 適切な施設運用
ストックマメジメント計画を策定し、施設更新の優先順位明確化及び
事業費の平準化を図る（計画は令和5年度に更新済）

・施設の安全性の確保
・ライフサクルコストの縮減

R2～
効率的な維持管理

不明水対策

ストックマネジメント計画に基づき、調査・診断を行い、浸入水の原
因となる管路施設のひび割れについては管更生工事を実施、古いマン
ホール蓋についてはマンホール蓋更新を実施

・施設の安全性の確保
・ライフサクルコストの縮減
・浸入水の低減、有収率の改善

R6～ 民間活用の推進
官民連携のウォーターPPPの導入に向け、導入可能性調査業務委託を
発注

・事業全体の効率化
・維持管理コスト低減
・効果的な施設管理

継続 国庫補助金等の活用 国庫補助金等の活用による事業推進 ・活用額約42億円（平成19年度から令和6年度）

継続 水洗化促進活動 下水道未接続世帯に戸別訪問や、文書を送付し水洗化のお願いを行う ・下水道使用料の増加



前回までの補足説明
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■県内事業体の使用料改定の状況

■県内事業体の使用料単価、経費回収率等の状況について 資料２

家庭用20㎥/月(税込)での改定率は、埼玉県や各事業体のＨＰ等で公表されている情報をもとに鴻巣市で算出

改定年度 団体数 改定年度 団体数

令和元年度 2 ・本庄市 (17.4%) ・狭山市 (11.9%) ・飯能市 (22.6%) ・新座市 (26.8%)

・秩父市 (30.4%) ・深谷市 (18.5%) ・日高市 (15.5%) ・川島町 (33.6%)

・三郷市 (38.8%) ・東松山市 (38.4%)

令和3年度 1 ・越谷市 (8.8%) (10.3%)

・羽生市 (20.0%) ・白岡市 (18.0%) (18.6%)

・美里町 (16.5%) ・川口市 (29.2%) ・所沢市 (20.1%)

令和5年度 1 ・熊谷市 (26.6%) ・幸手市 (62.8%) ・滑川町 (23.9%)

・行田市 (20.0%) ・本庄市 (13.2%) ・小川町 (22.8%)

・桶川市 (37.8%) ・北本市 (15.6%) ・川越市 ・入間市

・八潮市 (9.8%) ・白岡市 (14.9%) ・朝霞市 ・嵐山町

・美里町 (14.2%) ・松伏町 (8.1%) ・寄居町 ・吉見町

・美里町 ・鴻巣市

・毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合

令和6年度

3
令和7年度 7

令和9年度
以降

(検討中含)
8

事業体（家庭用20㎥/月(税込)での改定率）

・坂戸､鶴ヶ島下水道組合

8

令和8年度 5

令和2年度

令和4年度 3

事業体（家庭用20㎥/月(税込)での改定率）



前回までの補足説明
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■汚水処理費の内訳について

人件費 26百万円,1.9%

修繕費 14百万円,1%

委託料 142百万円,10.3%

動力費 6百万円,0.4%

流域下水道維持管理負担金 496百万円,36%

その他 18百万円,1.3%

企業債利息等 76百万円,5.5%

減価償却費 589百万円,42.8%

資産減耗費 11百万円,0.8%

令和６年度決算 汚水処理費（約13.8億円）の内訳

維持管理費 702百万円 50.9％ 資本費 676百万円 49.1％

・汚水処理費のうち、流域下水道維持管理負担金が３６％、減価償却費が約４２％を占める
・令和５年度決算において、処理区域内人口１人あたりの維持管理費は、県内類似団体６団体で
最も低く、資本費は２番目に高い



議題（１）「使用料の現状分析」
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使用料の現状分析
• 「基本使用料」と「従量使用料」について

• 基本収入割合について

本来、固定費は全額基本使用料で賄うもの

→下水道事業の特性で固定費の割合が大きいことから、基本使用料が高額となる

 →基本使用料の高額化を避けるため、その一部を従量使用料で賄うことが妥当

しかし、従量使用料が多くなると使用水量の変動に左右され、収入が安定しない

収入確保という側面では、基本使用料の収入が重要
11

（資本費）（維持管理費）

種別 定義 対象となる経費

需要家費（使用水量に係わりなく、使用者数に対応して増減する

　　　　　経費。検針、集金関係）

従量使用料
使用水量に応じて、下水道
使用者に負担してもらう使用料

変動費（使用水量に応じて変動する経費。薬品費、動力費等）

固定費（使用水量及び使用者数に係わりなく施設の規模に応じて

　　　　必要とされる経費。減価償却費、支払利息、人件費等）

使用水量の有無に関わらず

下水道使用者に負担して
もらう使用料

基本使用料



使用料の現状分析
• 鴻巣市の現行使用料体系

基本使用料と従量制使用料を採用
また、使用料の増加に応じて単価が高くなる累進使用料制を採用

原則、水道の使用水量（検針値）を下水道の使用水量（汚水量）と認定
12

使用料表 （２か月分、消費税抜き）

基本使用料 従量使用料(1㎥につき)

基本水量 金額 水量 単価

16㎥
まで

1,440円

17㎥ ～ 60㎥ 115円/㎥

61㎥ ～ 100㎥ 120円/㎥

101㎥ ～ 200㎥ 125円/㎥

201㎥ ～ 400㎥ 135円/㎥

401㎥ ～ 1000㎥ 145円/㎥

1001㎥ ～ 2000㎥ 155円/㎥

2001㎥ ～ 165円/㎥



使用料の現状分析
• 下水道使用料の徴収実績（令和６年度） （使用料収入は税抜き）

13

水量区分
～

16㎥
17～
60㎥

61～
100㎥

101～
200㎥

201～
400㎥

401～
1000㎥

1001～
2000㎥

2001㎥
～

計

調定件数
(件/年)

70,059 163,639 19,852 1,990 475 369 145 122 256,651

構成比 27.3% 63.8% 7.7% 0.8% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 100.0%

調定水量
(㎥/年)

582,524 5,756,590 1,432,502 250,955 136,547 226,631 204,051 593,129 9,182,929

構成比 6.3% 62.7% 15.6% 2.7% 1.5% 2.5% 2.2% 6.5% 100.0%

使用料収入
(千円/年)

95,418 596,679 157,994 29,026 16,820 30,199 29,134 93,328 1,048,598

構成比 9.1% 56.9% 15.1% 2.8% 1.6% 2.8% 2.8% 8.9% 100.0%

内 一般家庭 89,894 586,876 151,475 20,074 3,253 3,661 1,824 1,308 858,365
構成比 10.5% 68.4% 17.6% 2.3% 0.4% 0.4% 0.2% 0.2% 100.0%

内 事務所等 5,524 9,803 6,519 8,952 13,567 26,538 27,310 92,020 190,233
構成比 2.9% 5.2% 3.4% 4.7% 7.1% 13.9% 14.4% 48.4% 100.0%

0～16㎥
(少量使用者)

17～100㎥
(家庭・事業所)
ボリュームゾーン

101㎥～
(大口使用者)

調定件数 27.3% 71.5% 1.2%

調定水量 6.3% 78.3% 15.4%

使用料収入 9.1% 72.0% 18.9%



使用料の現状分析
• 使用料収入の傾向

・水量区分ごとの一般家庭の使用料収入の割合は・・・

→鴻巣市の下水道使用料収入の約８２％は一般家庭からのものであり、

基本使用料内と、ボリュームゾーンである17～100㎥の水量区分では、

各水量区分のなかで一般家庭が９５％前後を占める。
14

水量区分
～

16㎥
17～
60㎥

61～
100㎥

101～
200㎥

201～
400㎥

401～
1000㎥

1001～
2000㎥

2001㎥
～

計

一般家庭 94.2% 98.4% 95.9% 69.2% 19.3% 12.1% 6.3% 1.4% 81.9%

81.9%＝858,365／1,048,598

水量区分
～
16㎥

17～
60㎥

61～
100㎥

101～
200㎥

201～
400㎥

401～
1000㎥

1001～
2000㎥

2001㎥
～

計
うち

基本使用料

使用料収入
(千円/年)

95,418 596,679 157,994 29,026 16,820 30,199 29,134 93,328 1,048,598 364,873

割合 9.1% 56.9% 15.1% 2.8% 1.6% 2.8% 2.8% 8.9% 100.0% 34.8%

内 一般家庭 89,894 586,876 151,475 20,074 3,253 3,661 1,824 1,308 858,365 351,836

割合 10.5% 68.4% 17.6% 2.3% 0.4% 0.4% 0.2% 0.2% 100.0% 41.0%

内 事務所等 5,524 9,803 6,519 8,952 13,567 26,538 27,310 92,020 190,233 13,037

割合 2.9% 5.2% 3.4% 4.7% 7.1% 13.9% 14.4% 48.4% 100.0% 6.9%



使用料の現状分析
• 鴻巣市の現行使用料体系の特徴と課題
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0～16㎥
(少量使用者)

件数 27.3%
・使用水量及び使用料収入は少ないが
  調定件数(使用者)は多い
・使用水量の割に使用料収入は高い

水量 6.3%

収入 9.1%

17～100㎥
(家庭・事業所)
ボリュームゾーン

件数 71.5%
・調定件数(使用者)、使用料収入及び

使用水量、全てが多い
・使用水量の割に使用料収入が安い

水量 78.3%

収入 72.0%

101㎥以上
(大口使用者)

件数 1.2%
・調定件数(使用者)は少ないが、
  使用料収入及び使用水量が多い
・使用水量の割に使用料収入は高い

水量 15.4%

収入 18.9%

少量使用者の
負担が
大きい

基本水量
の見直し

一部の使用者への
影響がある

使用料収入
の根幹

この区分への
改定率

を高くする

より多くの
市民への

影響がある

大口利用者の
負担が
大きい

累進度
の緩和

使用水量の少ない
使用者への影響
が大きくなる

事務局としては、

「全て水量区分に
対して一様に値上げ
することが望ましい」
と考えます

現 状 方向性 問題点



議題（２）「使用料体系の検討」
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使用料体系の検討
• 改定方針（案）

改定率３２％を目標に、以下３案の検討を行う

17

ケース

１
全ての水量区分に対し一様に値上げする

ケース

２
基本使用料の水量区分を０～１２㎥までとする
基本使用料は1,440円で据え置き、従量使用料を一様に値上げする

ケース

３
基本水量を廃止する
基本使用料は1,440円で据え置き、１㎥から従量使用料を設定する



使用料体系の検討
• 改定単価（案）

現行単価に改定率を乗じ、小数第一位を四捨五入し整数とした

18

(２か月分、消費税抜き)（単位：円/㎥）

～12㎥
13～
16㎥

17～
60㎥

61～
100㎥

101～
200㎥

201～
400㎥

401～
1000㎥

1001～
2000㎥

2001㎥～
基本使用料

割合

現行
単価

基本 90 (＝1,440円÷16㎥)

34.80%

従量 115 120 125 135 145 155 165 

ｹｰｽ１
改定率32%

基本 119 (＝90円/㎥×1.32)

34.82%

従量 152 158 165 178 191 205 218 

ｹｰｽ２
改定率32%

基本 120 (=1,440円÷12㎥)

26.27%

従量 152 152 158 165 178 191 205 218 

ｹｰｽ３
改定率32%

基本 90 (=現行単価)

26.63%

従量 90 115 120 125 135 145 155 165 



使用料体系の検討

• 現行使用料と各改定案における使用料の差額

19

(２か月分、消費税抜き)（単位：㎥，円，％）

使用水量 現行使用料

ケース１
一律に値上げ（案）

ケース２
基本水量区分変更（案）

ケース３
基本水量廃止（案）

改定後
使用料

差額 改定率
改定後
使用料

差額 改定率
改定後
使用料

差額 改定率

10㎥ 1,440 1,904 +464 32.2% 1,440 +0 0.0% 2,340 +900 62.5%

12㎥ 1,440 1,904 +464 32.2% 1,440 +0 0.0% 2,520 +1,080 75.0%

16㎥ 1,440 1,904 +464 32.2% 2,048 +608 42.2% 2,880 +1,440 100.0%

60㎥ 6,500 8,592 +2,092 32.2% 8,736 +2,236 34.4% 7,940 +1,440 22.2%

100㎥ 11,300 14,912 +3,612 32.0% 15,056 +3,756 33.2% 12,740 +1,440 12.7%

200㎥ 23,800 31,412 +7,612 32.0% 31,556 +7,756 32.6% 25,240 +1,440 6.1%

400㎥ 50,800 67,012 +16,212 31.9% 67,156 +16,356 32.2% 52,240 +1,440 2.8%

1,000㎥ 137,800 181,612 +43,812 31.8% 181,756 +43,956 31.9% 139,240 +1,440 1.0%

2,000㎥ 292,800 386,612 +93,812 32.0% 386,756 +93,956 32.1% 294,240 +1,440 0.5%

3,000㎥ 457,800 604,612 +146,812 32.1% 604,756 +146,956 32.1% 459,240 +1,440 0.3%



使用料体系の検討

• モデルケースでの現行使用料と各改定案の比較

20

(２か月分、消費税抜き)（単位：㎥，円）

世帯
人員

構成
使用
水量

現行
使用料

ケース１ ケース２ ケース３

使用料
現行との
差額

使用料
現行との

差額
使用料

現行との
差額

1人 大人1人
16㎥

(16.2㎥)
1,440 1,904 +464 2,048 +608 2,880 +1,440

2人 大人2人
30㎥

(29.8㎥)
3,050 4,032 +982 4,176 +1,126 4,490 +1,440

3人
大人2人
子供1人

40㎥
(39.8㎥)

4,200 5,552 +1,352 5,696 +1,496 5,640 +1,440

4人
大人2人
子供2人

46㎥
(46.2㎥)

4,890 6,464 +1,574 6,608 +1,718 6,330 +1,440

事務所 200㎥ 23,800 31,412 +7,612 31,556 +7,756 25,240 +1,440

事務所(大口) 1,000㎥ 137,800 181,612 +43,812 181,756 +43,956 139,240 +1,440



使用料体系の検討

・【ケース１】について
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視 点 コメント 評価

下水道事業者（市） ・基本使用料の収入割合は現状維持 ・改定率に差がない

少量使用者(～16㎥) ・16㎥を除き、改定額がケース２よりも高くなる

ボリュームゾーン(16～100㎥) ・42㎥までの使用者は、最も改定額が少ない

大口使用者 ・改定額がケース２より少なく、ケース３より高くなる

全ての基本使用料、従量使用料を一律1.32倍した場合の改定案

少量使用者・ﾎﾞﾘｭｰﾑｿﾞｰﾝ（16～100㎥）→(左のグラフから右のグラフへ続く)→ 大口使用者（100～2,100㎥）



使用料体系の検討

・【ケース２】について
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視 点 コメント 評価

下水道事業者（市） ・基本使用料の収入割合は減少 ・従量使用料は収入増となる

少量使用者(～16㎥) ・0～12㎥までの使用者は、改定の影響を受けない

ボリュームゾーン(16～100㎥) ・改定額がケース１、ケース３よりも高くなる

使用者（大口） ・改定額がケース１、ケース３よりも高くなる

基本使用料の水量区分を０～１２㎥までとし、基本使用料は1,440円
で据え置き、従量使用料を一様に値上げする案

少量使用者・ﾎﾞﾘｭｰﾑｿﾞｰﾝ（16～100㎥）→(左のグラフから右のグラフへ続く)→ 大口使用者（100～2,100㎥）



使用料体系の検討

・【ケース３】について

23

視 点 コメント 評価

下水道事業者（市） ・基本使用料の収入割合は減少 ・従量使用料は収入増となる

少量使用者(～16㎥) ・基本使用料内としていた水量区分に対しても従量使用料を付すため、負担増

ボリュームゾーン(16～100㎥) ・43㎥以上の使用の場合、改定額がケース１、ケース２よりも少なくなる

大口使用者 ・改定額がケース１、ケース２よりも少なくなる

基本水量を廃止し、基本使用料は1,440円で据え置き、
１㎥から従量使用料を設定する案

少量使用者・ﾎﾞﾘｭｰﾑｿﾞｰﾝ（16～100㎥）→(左のグラフから右のグラフへ続く)→ 大口使用者（100～2,100㎥）



使用料体系の検討

・【ケース１～３】まとめ
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視点 ケース１ケース２ケース３ まとめ

下水道事業者
（市） →

ケース

１
改定率に差がなく、基本使用料の収入割合は現状維持

少量使用者
(～16㎥) →

ケース

２
0～12㎥までの使用者は、改定の影響を受けない

ボリューム
ゾーン

(16～100㎥)
→

ケース

１
42㎥までの使用者は、最も改定額が少ない

大口使用者 →
ケース

３
改定額がケース１、ケース２よりも少なくなる
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次回 第４回鴻巣市上下水道事業運営審議会

予定   令和７年１１月１４日（金）

午前１０：００～

  内容 ・使用料の現状分析

・使用料体系の検討
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